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第１章

計画策定の基本的な考え方



１-１ 計画策定の趣旨

島田市では、令和元年11月27日に「島田市デジタル変革宣言」を行い、「市民サービス」「行政経営」「地域・産

業」の３分野において、デジタル変革を積極的に取り組むことを宣言しました。さらに、令和２年度にはＤＸ推進の専門

部署を設置し、令和４年２月に「島田市デジタル・トランスフォーメーション推進計画」を策定し、目指す将来像の実現

に向けて取り組んでいます。

しかしながら、「人口減少および労働力不足」、「地域・産業の更なる活性化」、「持続可能性への脅威」といった課

題は依然として山積しており、デジタルを通じた解決が期待されています。

このような背景と課題を踏まえ、第１次計画の趣旨である、「市民福祉の向上を目的とし、市の政策・施策・事業

（サービスを含む）にデジタル技術を利活用していく」を引き継ぐとともに、ＡＩなどの新たな技術を活用しながら、誰も

が安心して快適に暮らせる未来を実現するため、第２次島田市ＤＸ推進計画を策定します。

２



１-２ 国及び県の状況

(1) 国の状況

年月 状況

令和２年12月 「デジタル社会の実現に向けた改革の基本方針」を閣議決定
目指すビジョンとして、「デジタルの活用により、一人ひとりのニーズに合ったサービスを選ぶことができ、多様な
幸せが実現できる社会 ～誰一人取り残さない、人に優しいデジタル化～」を掲げる。

令和３年５月 デジタル改革関連法が成立・公布

令和３年９月 デジタル庁の設置
デジタル社会の形成に関する施策を迅速かつ重点的に推進するために設置。

令和４年６月 「デジタル田園都市国家構想基本方針」を定める。
各分野におけるデジタル技術の実装を行い、地方の社会課題をデジタルの力を活用して解決していくための取
組の方向性を定める。

令和５年10月 デジタル行財政改革会議が設置

令和６年６月 「デジタル社会の実現に向けた重点計画」を閣議決定
目指すべきデジタル社会の実現に向けて、政府が迅速かつ重点的に実施すべき施策を明記し、各府省庁が構造
改革や個別の施策に取り組み、それを世界に発信・提言する際の羅針盤となるもの

令和６年10月 新しい地方経済・生活環境創生本部の設置
地方創生2.0の基本構想の５本柱の１つとして、「デジタル・新技術の徹底活用」が掲げられた。

令和７年３月 「自治体 ＤＸ推進計画」及び「自治体 ＤＸ推進手順書」を第 4.0版に改定

３



１-２ 国及び県の状況

総務省では、地方公共団体が重点的に取り組むべき事項（以下「重点取組事項」という。）や国による支援
策等をとりまとめた「自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画」等により、地方公共団体の
DXの取組を支援しています。

自治体ＤＸ推進計画における重点取組事項

(2) 自治体デジタル・トランスフォーメーション（DX）推進計画

４

1

2
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6

7

自治体フロントヤード改革の推進

公金収納におけるeL-QRの活用

自治体の情報システムの標準化・共通化

マイナンバーカードの普及促進・利用の推進

セキュリティ対策の徹底

テレワークの推進

自治体のAI・RPAの利用推進



１-２ 国及び県の状況

静岡県では、令和４年３月に「ふじのくに ＤＸ

推進計画」を策定し、「誰にも優しく、誰もが便

利に、安全・安心、そして豊かに」を基本理念

に掲げ、５つの政策の柱を置き、政策（施策）を

展開し、目指す姿の実現に向け取り組んでい

ます。

なお、令和８年度以降のふじのくにＤＸ推進

計画については、行政経営推進プラン（仮称）

に組み込まれる予定となっています。

(3) 県の状況

５



１-３ 島田市デジタル変革宣言

島田市では、令和元年11月27日に「島田市デジタル変革（トラ

ンスフォーメーション）宣言」を行いました。

国及び県のデジタル化への流れや市民のデジタルシフトを踏まえ、

島田市においても、「住民の福祉の増進を図る」ことを基本とし、市

民や事業者へのサービス向上、行政経営の効率化など、「デジタル

手続法」に盛り込まれたデジタル３原則（デジタルファースト、ワンス

オンリー、コネクテッド・ワンストップ）に基づき、今後、デジタル技術

を最大限に活用した取組みを推進する必要が生じました。

この宣言は、こうした背景や経緯を踏まえ、地域経営者たる首長の

リーダーシップにより、デジタルファーストの理念を持った変革を推

進し、デジタル化時代に向けた持続可能で自立した地域経営の実

現を図っていくために行ったものです。

市民サービス＋行政経営＋地域・産業 ×デジタル変革

島田市デジタル変革宣言

６



１-４ 計画の位置づけ

第２次島田市ＤＸ推進計画は、「第３次島田市総合計画」を推進し、市の

将来像である「笑顔あふれる 安心のまち 島田」を実現させるため、各分

野における政策をデジタル、情報化の観点から支援、推進するものとして

位置づけます。

(1) 第３次島田市総合計画

(2) 官民データ活用推進基本法に基づく計画

第２次島田市ＤＸ推進計画は、官民データ活用推進基本法（平成28年

法律第103号）第９条第３項に規定する計画として策定します。また、官民

データ活用推進基本法第９条第２項に基づき、静岡県が策定した官民

データ活用推進計画（行政経営推進プラン（仮称）に包含）を勘案し、島

田市における官民データ活用の推進に関する施策についての基本的な計

画を定めるものとします。

７



１-５ 計画期間

本計画の期間は、2026（令和8）年度から

2029（令和11）年度までの4年間とし、第3次

島田市総合計画前期基本計画と同様の期間とし

ます。

実際の進行管理は「アクションプラン（附属資

料）」により行います。

また、計画策定後においても、国の指針変更や

技術革新など社会情勢の変化を考慮し、必要に

応じて、アクションプランの見直しを行います。

2026年度 2027年度 2028年度 2029年度 2030年度 2031年度 2032年度 2033年度

 (R8)        (R9)     (R10)     (R11)     (R12)     (R13)    (R14)      (R15)

第３次島田市総合計画基本構想

第２次島田市ＤＸ推進計画

アクションプラン

前期基本計画 後期基本計画

８



１-６ 推進体制

本市のＤＸを戦略的に推進するためには、特定の部署

のみの取り組みではなく、全庁的な取り組みが必須とな

ります。

そのため、副市長・部長級による島田市ＤＸ推進委員会

を設置し、「誰もがデジタル技術を活用し、安心して快適

に暮らすことができる持続可能な社会」を実現するため

の方針を示すとともに、事業の推進及び検証を行い、本

計画の推進を図ります。

ＤＸ推進課は人事課と連携して、職務に応じた必要な研

修を実施することで、デジタル人材を育成・確保し、ＤＸ

推進リーダーを中心にＤＸを推進していきます。

また、市民等へのデジタルリテラシー向上を支援し、デ

ジタルデバイド解消に努めます。

研
修
に
よ
る
意
識
改
革

デ
ジ
タ
ル
リ
テ
ラ
シ
ー
の
向
上

専
門
研
修

ＤＸ推進委員会

市民 ・ 事業者 ・ 地域

ＤＸ推進課

ＤＸ推進官

ＤＸ推進リーダー

各課 ・ 職員

ニーズの把握・サービスの提供・官民連携等

・・・・

・・・・

・・・・

・方針提示、指示
・事業の推進及び検証

・各所属からの相談
・情報提供、意見吸い上げ

・部内ＤＸ推進
・各部間及び部内調整、指示

・所属におけるＤＸの推進
・ＤＸ推進課との調整
・研修による専門知識の習得

・・・・

・・・・ ・導入ツールを正しく操作
・業務システムの操作の習熟

役 割

９



第２章

第１次ＤＸ推進計画の振り返り



２-１ 第１次ＤＸ推進計画の実績と評価

評価 R6実績  R7見込 
※実施不要案件１件除く 数 ％ 数 ％

Ａ 25 47.2% 34 64.2%
Ｂ 19 35.8% 12 22.6%
Ｃ 9 17.0% 7 13.2%
Ｄ 0 0.0% 0 0.0%
合計 53 100.0% 53 100.0%

全体進捗評価 Ｂ（A+B＝83.0％）  Ｂ（A+B＝86.8％） 

• 第１次ＤＸ推進計画のアクションプランの評価

を行ったところ、令和６年度実績におけるＡ・Ｂ

評価は８３.０％、令和７年度の実績見込みにお

けるＡ・Ｂ評価は８６.８％となっており、アクショ

ンプランの進捗は順調に進んでいると評価でき

ます。

• 第２次ＤＸ推進計画においては、第１次ＤＸ推進

計画におけるアクションプランを基礎として、継

続するものや終了するものなどを判断します。

(1)第１次ＤＸ推進計画のアクションプランの実績及び評価

１１

評価

※実施不要案件１件除く 数 ％ 数 ％

Ａ 25 47.2% 34 64.2%

Ｂ 19 35.8% 12 22.6%

Ｃ 9 17.0% 7 13.2%

Ｄ 0 0.0% 0 0.0%

合計 53 100.0% 53 100.0%

全体進捗評価 Ｂ（A+B＝83.0％） Ｂ（A+B＝86.8％）

R6実績 R7見込

指標 R4 R5 R6 R7

A 100%以上 100%以上 100%以上 100%以上

B 20%以上100%未満 40%以上100%未満 60%以上100%未満 80%以上100%未満

C 0%以上20%未満 0%以上40%未満 0%以上60%未満 0%以上80%未満

D 0%未満 0%未満 0%未満 0%未満

評価基準

※評価基準は島田市総合計画の目指そう値における評価基準に準ずる



２-１ 第１次ＤＸ推進計画の実績と評価

(2)個別事業における実績及び評価 ～ 施策の柱１ 市民サービスを便利にします！ ～

番号 小柱 取組内容（個別事業） 実績 評価

1
行政手続きのオンライン化の推
進

① 電子申請システム運用
業務

② 証明書のコンビニ交付
事業

③ 公共施設等案内・予約
システム運用事業

① 市民等によるオンライン申請率は目標には届きませんでしたが、申請数は順調に伸びて
います。

② 証明書等のコンビニ交付率は目標を超えて交付されています。
③ 公共施設システムを利用した予約率は、目標を超えて利用されています。また、令和７年
度に新たにシステムを更新したことにより、利便性の高いシステムに変更されました。

B 継続

A 継続

B 継続

２ 情報発信のデジタルシフト
① 広報のデジタルシフト
② 市LINE公式アカウント
の活用

① 各種のデジタルツールを利用して広報を行っており、目標は達成しました。
② 市ＬＩＮＥ公式アカウントの受信設定率は目標には届かない見込みです。

A 完了
C 継続

3 官民データの活用促進 オープンデータの充実
公開したオープンデータの数も増えており、自治体標準オープンデータセット12項目も達成
する見込みです。

A 継続

4 セキュリティ及び個人情報保護 個人情報保護の推進 個人情報における事故件数は０で目標が達成されました。 A 継続

5
災害から生命とくらしを守る体制
の整備

災害情報共有機材導入事
業

災害情報共有システムを令和６年度に導入し、災害対策本部において災害情報をリアルタイ
ムに共有できるようになりました。

A 完了

6
安心して子育てできる環境の整
備

子育て支援プラットフォーム
構築事業（しまいく＋）

しまいく＋の登録者数は7,000人を超え、目標値の5,820人を上回りました。 A 継続

7 健康の保持増進と食育の推進
健幸マイレージのデジタル
化

健幸マイレージの登録は、紙でもデジタルでも利用できる環境を整え、年間登録者数は目標
を上回る見込みです。

A 継続

※一部の事業を抜粋して掲載しています。

１２



２-１ 第１次ＤＸ推進計画の実績と評価

(2)個別事業における実績及び評価 ～ 施策の柱２ 地域・産業を元気にします！ ～

番号 小柱 取組内容（個別事業） 実績 評価

1 産業ＤＸの支援 産業ポータルサイトの構築 目標の産業ポータルサイトへの登録事業者数は到達できない見込みです。 C 継続

２ 次の世代につながる農業の推進
がんばる認定農業者支援
事業

補助金を活用してスマート農業の推進を目指しています。当該補助金の利用件数は目標に達
しました。

A 継続

3 戦略的な観光の振興

① デジタルマーケティング
業務委託

② デジタルマーケティング
施策推進事業

① 広告の配信を継続しなかったこと等により、観光サイト（旅する大井川）の閲覧者数は目
標に達成しませんでした。

② デジタルマーケティングを利用して、魅力ある観光サイト（旅する大井川）を作成しました。
１人あたりの平均ページビュー数は増加し、目標を達成しました。

C 完了

B 完了

※一部の事業を抜粋して掲載しています。

１３



２-１ 第１次ＤＸ推進計画の実績と評価

(2)個別事業における実績及び評価 ～ 施策の柱３ 行政経営をスマートにします！ ～

番号 小柱 取組内容（個別事業） 実績 評価

1 システム標準化の推進 システム標準化 一部のシステムを除き、標準化は完了しました。 B 継続

２ 行政事務のデジタル化の推進

① 電子決裁システム、文
書管理システム、電子
契約システムの導入

② RPA、AI-OCR活用促
進

③ 生成ＡＩの導入
④ ビジネスチャットツール
の導入

① 各システムは計画通り導入されました。
② 各分野で目標数以上の業務適用を実施し、職員の作業時間の削減に大きく寄与してい
ます。

③ LGWAN上で動作する生成ＡＩシステムを導入しました。アイディア出し、通知案の作成、
議事録の校正など様々な分野で利用が増え、利用者も着実に増加しました。

④ ビジネスチャットツールを全庁で導入し、情報共有・意思決定の迅速化を実現しました。

A 完了
A 継続

A 完了

A 完了

3 デジタルマーケティングの推進
デジタルマーケティング導
入施策

デジタルマーケティングを活用した施策は、第２期総合計画の１５の柱において展開していま
す。

A 完了

※一部の事業を抜粋して掲載しています。

１４



２-１ 第１次ＤＸ推進計画の実績と評価

(2)個別事業における実績及び評価 ～ 共通施策 ～

番号 小柱 取組内容（個別事業） 実績 評価

1
デジタルリテラシーの向上・デジ
タルデバイドの解消

① デジタル活用支援員派
遣事業

② デジタル活用支援員養
成講座

③ 庁舎及び支所等のWi-
Fi整備

① スマートフォン活用講座を定期的に実施しました。受講者には、今後のスマートフォンの活
用を積極的に考える傾向が見られ、デジタルリテラシーの向上及びデジタルデバイドの
解消が図られています。

② 市内の金融機関など、身近な場所でスマートフォンの基本操作に関する相談ができる場
所を増やすとともに、相談に対応できる人材を育成しました。

③ 新庁舎にWi-Fiを導入しました。会議でのパソコン利用など、今までにはない働き方が実
践できるようになりました。

A 継続

A 継続

C 完了

※一部の事業を抜粋して掲載しています。

１５



第３章

島田市における現状



３-１ 島田市の人口について

国勢調査による本市の人口は、昭和55（1980）年から10万人程度で推移

していますが、平成７（1995）年の103,490人をピークに減少に転じてい

ます。日本の総人口のピークの平成20（2008）年、静岡県人口のピークの

平成19（2007）年よりも10年程早く人口減少に転じています。

このまま進むと（社人研推計準拠）、2060年の人口は６万３千人程度、高齢

化率は40.6％と推計されます。
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実績 推計

人

高齢人口

生産年齢人口

年少人口

高齢人口比率

生産年齢人口比率

年少人口比率

％

100,519 103,490 95,719

75,970

63,174

出典：社人研「日本の地域別将来推計人口」（令和５（2023）年推計）、国勢調査（総務省）
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21.8%
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2060年

実
績

推
計

年少人口比率 生産年齢人口比率 高齢人口比率
出典：国勢調査（総務省）

本市の年齢構成の推移を見ると、人口のピークの平成7（1995）

年に年少人口を高齢人口が上回り、それ以降、高齢人口が増加し、

年少人口と生産年齢人口が減少しています。このまま進むと、この

変化は今後も継続すると推計されています。

(1) 総人口の減少 (2)年齢構成の変化

１７



３-２ 地方公務員の人数について

• 地方公共団体の職員数は、平成６年をピークと

して、平成２８年まで一貫して減少しています。

その後、横ばいから微増傾向にあります。

• 自治体戦略2040構想研究会第二次報告では、

「従来の半分の職員でも自治体が本来担うべ

き機能を発揮できる仕組みが必要」と示してい

ます。

出典：総務省令和６年地方公共団体定員管理調査結果の概要

地方公共団体の職員数の推移

１８



３-３ 市民意識調査から見る現状

• スマートフォンの保有率が８０％を超えています。

• 保有率の年代別内訳は、60歳代で86.9%、

70歳代で70.4％、８０歳代で38.9％となって

います。

• インターネットを利用する際に使用する機器も、

スマートフォンが56.1%となってます。

市民意識調査の結果

1９

2.6%

4.9%

17.5%

80.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

無回答

いずれも所有していない

携帯電話（スマートフォンを除く）

スマートフォン

所有している機器

（n=1,138）

ポイント
高齢世代においても、インターネットの利用はス
マートフォンが主流となっています。

出典：令和７年度島田市総合計画市民意識調査



３-３ 市民意識調査から見る現状

• 過去１年間で利用したインターネットの機能・

サービスで多いものが「地図・ナビゲーショ

ン」68.8%、「情報検索・ニュース」63.9%、

「ＬＩＮＥ」60.3%となっています。

• 電子申請・e-Tax等の行政サービスは

23.6％となっています。

市民意識調査の結果

２０

ポイント 利用の多いＬＩＮＥ、支払い・決

済サービス、ＳＮＳなどに、市のサービスを組み
入れることで、市民の利便性の向上を図ること
ができます。

4.1%

10.3%

13.4%

13.7%

16.8%

21.3%

23.6%

26.8%

30.0%

30.6%

41.3%

41.5%

42.3%

44.6%

56.2%

57.5%

60.3%

63.9%

68.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

無回答

いずれのサービスも利用していない

株取引・オンラインバンキング

ファイル共有サービス

オークション・フリマ

ソーシャルゲーム・オンラインゲーム

電子申請・e-Tax等の行政サービス

健康管理・運動記録

音楽配信

チケット予約

予定管理・カレンダー

SNS

動画配信

ＱＲコード決済

支払い・決済（クレジットカード等）

インターネットショッピング

メッセージングサービス（LINEなど）

情報検索・ニュース

地図・ナビゲーション

過去１年間で利用したインターネットの機能・サービス

（n=1,138）

出典：令和７年度島田市総合計画市民意識調査



３-３ 市民意識調査から見る現状

• 電子申請を希望する人が47.8％いる一方、窓

口での申請を希望する人も36.0%います。

• 年代別内訳の電子申請希望者は、60歳代で

49.8％、７０歳代で17.8%でした。

• 窓口申請の希望者は、60歳代で33.3%、70

歳代で56.5%でした。

市民意識調査の結果

２１

ポイント 電子申請を希望する人が約半

数いる一方で、窓口申請を望む人も一定数い
ることを意識して施策を進める必要があります。

3.0%

0.5%

12.7%

36.0%

47.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無回答

その他

郵送された用紙やダウンロードした

用紙に記入して、郵送して申請

市役所窓口で申請

スマートフォン・パソコンなどで

インターネットを利用して申請

島田市への手続きの手段

（n=1,138）

出典：令和７年度島田市総合計画市民意識調査



３-３ 市民意識調査から見る現状

• デジタル化の進展により期待する効果

として多いものが、「必要な情報が入手

しやすくなる」74.4%、「生活が便利に

なる」52.4%、「生活に時間的な余裕

が増える」37.2%となっています。

市民意識調査の結果

２２

ポイント 市民は、必要な情報が入手しや

すくなることを望んでおり、そのためにも、市か
らの情報発信を適切に行う必要があります。

8.8%

7.6%

8.3%

13.5%

14.9%

20.2%

37.2%

52.4%

74.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90%

無回答

人と人との交流が多くなる

地域経済が豊かになる

人と人との接触を減らすことができる

地方に住んでいても、都市部の

企業に勤めることができる

仕事がしやすくなる

生活に時間的な余裕が増える

生活が便利になる

必要な情報が入手しやすくなる

デジタル化の進展に期待する効果

（n=1,138）

出典：令和７年度島田市総合計画市民意識調査



３-３ 市民意識調査から見る現状

• 不安を感じている項目として多いものが、「個

人情報などの情報漏洩のリスクが高まる」

67.6%、「情報セキュリティ対策」57.1%、

「情報格差が広がる」56.2%となっています。

• 個人情報の漏洩リスクについては、どの世代

も不安を感じています。

市民意識調査の結果

２３

ポイント 市民が個人情報の漏洩リスク

への不安を感じている中で、市は情報セキュリ
ティ対策を徹底するとともに、市民はデジタルリ
テラシーを向上する必要があります。

5.4%

22.8%

27.8%

40.9%

56.2%

57.1%

67.6%

0% 20% 40% 60% 80%

無回答

インターネットリテラシーの不足により被害を受ける

人と人が直接交流する機会が減少する

慣れない機器等を操作しなければならない

情報通信技術の恩恵を受けられる人と受け

られない人の情報格差や経済格差が広がる

情報セキュリティなどの対策の必要性が生じる

個人情報などの情報漏えいのリスクが高まる

デジタル化進展への不安

（n=1,138）

出典：令和７年度島田市総合計画市民意識調査



３-３ 市民意識調査から見る現状

• 望まれるマイナンバーカードのサービスとして

多かったものが「健康医療情報の管理」

47.7％ 、「市役所へのオンライン申請」４４．

４％、「発災時の避難所における個人の識

別」４２．３％となっています。

• マイナンバーカードの保有率は83.5%と、高

い水準にあります。

市民意識調査の結果

２４

ポイント マイナンバーカードの保有率が

高いことを活かして、効果的な政策の検討を進
めていく必要があります。

9.4%

2.8%

18.9%

21.4%

33.8%

42.3%

44.4%

47.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

無回答

その他

市内で使用できる地域通貨やポイントカード

図書館などの施設の利用

公共交通機関の利用

発災時の避難所における個人の識別

市役所へのオンライン申請

健康保険証、母子手帳等と連携した健康・医療情報管理

望まれるマイナンバーカードのサービス

（n=1,138）

出典：令和７年度島田市総合計画市民意識調査



３-４ 関係機関ヒアリングによる現状

島田市観光協会

• デジタルマーケティングが重要で、データを活用するこ

とが最も重要と考えている。

• データがあったとしても、それを使いこなせる人材がい

ない。

島田商工会議所、島田市商工会

• 事業者がＤＸを推進することにより、どのようなメリット

があるかを理解していない。

• 成功事例を発信することが大事だと考える。

関係機関ヒアリングの結果

２５

ポイント
• データ活用の重要性は理解していますが、活用も
していないし、活用できる人も少ないです。

• 事業者がＤＸを推進することにより得られるメリッ
トを理解する必要があります。



３-５ 職員ヒアリングによる現状

• 負担を感じる作業として多かったものが、

「データ入力・管理に負担を感じている」

77.6％、「書類作成」58.6%、「市民対応」

53.4%となっています。

現在の業務で特に負担を感じる作業

職員ヒアリングの結果

２６

ポイント
• ＲＰＡ、AI-OCR、生成ＡＩ等、既存のツール
を効果的に使用する方法を習得する必要
があります。

• 電子申請を普及し、窓口対応時間の縮小を
図る必要があります。

15.5%

5.2%

32.8%

39.7%

53.4%

58.6%

77.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

その他

なし

業務フローの無駄

他部署との情報共有

市民対応

書類作成

データ入力・管理

（n=58）



３-５ 職員ヒアリングによる現状

• 各種マニュアルを捜すのに時間がかかること

が75.9％と最も割合が高いです。また、それ

に回答する担当課の負担も大きいと考えられ

ます。

現在の業務の中で煩わしいと感じていること

職員ヒアリングの結果

２７

ポイント 各種マニュアルをできる限り効

率よく検索する必要があります。ＡＩの利活用も
検討する必要があります。

20.7%

5.2%

17.2%

25.9%

34.5%

41.4%

75.9%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

その他

特になし

相談予約などの

管理・調整

内線問合せで不在

電話の取次が多い

庁外からの問合せが多い

外部が参加する会議

の日程調整

各種マニュアルを探す

のに時間がかかる

（n=58）



３-５ 職員ヒアリングによる現状

• ＩＴスキルやＤＸに関する知識不足に関して、

81.0％の職員が課題や不安を感じています。

• 業務過多によりＤＸ取組への遅れについても

65.5%の職員が課題や不安を感じています。

ＤＸを推進する上での課題や不安に感じていること

職員ヒアリングの結果

２８

ポイント
• デジタル人材の育成を行い、ＩＴスキルの習
得や、ＤＸに関する知識不足を解消する必
要があります。

• ＢＰＲ等による業務改善を行うことで、業務
過多を解消する必要があります。

6.9%

6.9%

15.5%

20.7%

34.5%

53.4%

56.9%

65.5%

81.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

その他

特になし

上司の理解や支援不足

業務に合うシステムがない

現状の業務フローが

変わることへの抵抗

市民からの需要なし

予算やコストの問題

業務過多による

ＤＸ取組への遅れ

職員のＩＴスキルや

ＤＸに関する知識不足

（n=58）



３-５ 職員ヒアリングによる現状

• EBPMに関する知識不足が69.0%、データ

分析技術不足が63.8%と高い傾向にありま

す。

EBPMを進めるうえで感じている課題や障壁

職員ヒアリングの結果

２９

ポイント EBPMを理解して、データの利

活用を業務で利用できるレベルで習得する必
要があります。

19.0%

12.1%

27.6%

37.9%

63.8%

69.0%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0%

特になし

有料データの取得コスト

データの不足

人手不足

データ分析の技術不足

ＥＢＰＭに関する知識不足

（n=58）



第４章

課題のまとめ



４-１ 施策の柱ごとの課題

オンライン申請

市民の半数は、スマートフォン・パソコンなどでインターネット
を利用しての申請を望んでおり、オンライン申請できる手続き
も充実していますが、電子申請の利用率は令和６年度時点で
１４．７％と低迷しています。

マイナンバーカード

マイナンバーカードの保有率は、令和６年度時点で83.5％と
高い水準に達しています。市民は今後、マイナンバーカードを
利用したサービスの提供を望んでいます。

適切な情報発信

デジタル化の進展により、市民は、必要な情報が入手しやす
くなることを望んでいます。

施
策
の
柱
１

市
民
サ
ー
ビ
ス
を
便
利
に
し
ま
す
！

３１

市で実施できるオンライン申請につい
て、市民に利便性と安全性を周知し、
認知率の向上を図ります。

どのような活用方法が有効なのかを議
論し、導入についての検討を行います。

届けたい市民にとって有効な方法を考
慮して情報発信を行います。

課 題 解決に向けた方針



４-１ 施策の柱ごとの課題

災害対策

望まれるマイナンバーカードのサービスとして、災害対策に関
することが高い割合で回答されています。

子育て支援

デジタル化の進展により、「生活に時間的な余裕が増える」こ
とが期待されています。

健康の保持増進

さらなる健康の保持増進を推進し、健康寿命の延伸を図る必
要があります。

施
策
の
柱
１

市
民
サ
ー
ビ
ス
を
便
利
に
し
ま
す
！

３２

災害対策に関して、マイナンバーカード
を含めたデジタルの積極的な活用を検
討します。

子育て世帯へのデジタルサービスを充
実させることで、時間不足を解消し、安
心して子育てできる環境を整備します。

引き続き、デジタル版の健幸マイレージ
を活用しながら、登録者数を増やしま
す。

課 題 解決に向けた方針



４-１ 施策の柱ごとの課題

自治会ＤＸの推進

人口減少及び高齢化が進むことにより、自治会の担い手が
不足し、運営が困難になっています。

事業者へのＤＸ支援、戦略的な観光の振興

産業ポータルサイトや観光サイト（旅する大井川）の活用が十
分とはいえず、情報発信の効果が限定的であることが課題と
なっています。

官民データの活用促進

オープンデータの公開件数は着実に増え、標準オープンデー
タセットの整備件数についても、計画どおりに増加させてきま
したが、事業者や市民の利用につながっているかが不明です。

次の世代につながる農業の推進

農業従事者の担い手不足への対応や生産性の向上が課題
です。

施
策
の
柱
２

地
域
・
産
業
を
元
気
に
し
ま
す
！

３３

デジタルツールの導入により、自治会
の負担軽減を目指します。

デジタルマーケティングの手法を取り
入れ、効果的な情報発信と利用者目線
に基づいた運用を進めます。

認知率向上を図るとともに、データの
整備を継続して進めることにより、利用
者の利便性を向上します。

スマート農業の普及を進めることによ
り、担い手不足の解消を検討します。

課 題 解決に向けた方針



４-１ 施策の柱ごとの課題

システムの標準化の推進

システム標準化については、令和７年度時点でほとんどの基
幹業務システムにおいて完了していますが、特定移行支援シ
ステムの対応が残されています。

行政事務のＤＸ推進

人口減少や地方公務員数の減少により、限られた財源や人
材を有効に活用しつつ、行政サービスを持続的に提供してい
くことが求められています。

デジタル人材の育成

職員へのヒアリングにおいては、DXを推進する上での課題
や不安として、「ITスキルの不足」や「DXに関する知識不
足」を挙げる声が多く聞かれました。

３４

関係部局と連携し、期限となる令和１２
年度までに標準化を遂行します。

BPRによる最適化を図り、行政事務の
ＤＸを推進します。RPAやAI-OCRの
活用を促進するとともに、AIの利活用
を継続します。

体系的かつ段階的な研修を実施し、職
員のデジタルリテラシーを向上させる
ことにより、デジタル人材を育成します。

課 題 解決に向けた方針

施
策
の
柱
３

行
政
経
営
を
ス
マ
ー
ト
に
し
ま
す
！



４-１ 施策の柱ごとの課題

デジタルリテラシーの向上・デジタルデバイドの解消

安心してスマートフォンを利用できるよう、不安を抱える人へ
の支援が必要になります。

情報セキュリティ

デジタル化の進展により、市民は個人情報などの情報漏えい
のリスクを恐れています。

共
通
施
策

３５

不安を抱える人への支援を継続し、デ
ジタルデバイドを解消していきます。

情報セキュリティ対策の徹底などを図
り、安全・安心なプラットフォームを提
供します。

課 題 解決に向けた方針



第５章

推進計画



５-１ 島田市が目指す将来像

島田市が目指す将来像は、

「誰もがデジタル技術を活用し、

                     安心して快適に暮らせる持続可能な社会」

持続可能なまちづくり、人口減少や少子超高齢社会への課題克服、自然災害等の社会的課題

への対応、また世の中のデジタル化の進展や国のビジョンを考慮し、市民一人ひとりがデジタル

技術を活用して安心して快適に暮らすことができる持続可能な社会を目指す将来像とします。

これにより、第３次島田市総合計画に掲げる「笑顔あふれる 安心のまち 島田」の実現に繋げ

ます。

３７



５-２ 施策の柱ごとの小柱、方向性、目指す姿

市民生活では、デジタル技術が日常に浸透し、暮らしに欠かせないものとなっています。市民サービスは、行政サービスのオンライン化を推進し、時間や場所に縛られること

なく手続ができる環境を整備します。また、防災や子育て分野等でもデジタル技術を活用し、より安心で充実したサービスの提供を図り、市民生活の利便性を向上します。

行かない、書かない
市役所の実現

市民等が、「いつでも」「どこでも」「簡単」に行政サービス（申請・相談
等）が受けられよう、デジタル三原則「デジタルファースト」「ワンスオン
リー」「コネクテッド・ワンストップ」を推進し、行政サービスのオンライン化
の推進を図ります。

行政サービスのオ
ンライン化の推進

適切な情報発信
市民が必要な情報を必要な時に取得できるよう、適切なツールを活用し
て情報を発信します。

適切な情報
取得の実現

施策の柱１ 市民サービスを便利にします！

３８

1

２

災害等から生命と
くらしを守る体制の

実現

災害時における情報伝達や避難所運営、被災者支援などの各段階でデジ
タル技術を活用し、迅速かつ的確な対応ができる体制を整備します。

災害等から生命と
くらしを守る体制
の整備

３

安心した子育てや
健康の保持増進が
できる環境の整備

妊娠期から出産、子育てと切れ目ない支援に努め、子育て世帯の負担軽
減に努めます。また、それぞれのライフステージに応じた健康づくりの取り
組みができる環境整備に努めます。

ライフステージに応
じた切れ目ない支
援の実現

４

小柱 方向性 目指す姿



持続可能な
地域社会1

2

3

４

５-２ 施策の柱ごとの小柱、方向性、目指す姿

地域や産業の分野において、DXの必要性を理解してもらいます。データの活用やデジタル技術の導入を進め、デジタル化を支援します。

地域企業や事業者に対して、効果的な情報発信を行うとともに、新しい働き方や
ビジネスモデルへの対応を支援します。また、オープンデータカタログサイトや公
開型ＧＩＳによりデータを公開し、官民におけるデータの活用を推進します。

事業者への
ＤＸ支援

自治会ＤＸの推進 自治会DXの推進を支援し、役員の負担軽減を図ります。

ニューノーマル社会
の実現

農業における担い手不足をはじめとする課題解決のため、スマート農業の
導入を促進し、省力化や戦略的な生産を目指す農業者を支援し、農業経
営の安定化や後継者の確保に努めます。

次の世代につなが
る農業の推進

戦略的な観光の
振興

デジタルマーケティングの手法により、文化資源等を生かした観光の推進
を効果的、効率的に進め、「観光で稼ぐ地域」の実現を図ります。

持続可能な
農業の実現

観光で稼ぐ地域の
実現

施策の柱２ 地域・産業を元気にします！

３９

小柱 方向性 目指す姿



1

2

3

５-２ 施策の柱ごとの小柱、方向性、目指す姿

少子高齢化が進む中、限られた財源や職員を有効活用し、効率的かつ効果的な行政事務を行うため、内部業務のデジタル化を推進するとともに、デジタル人材の育成を進

めます。

システム標準化
の推進

行政事務のＤＸ推進

デジタル人材の
育成

デジタル人材育成計画に基づく研修を実施するとともに、デジタルマー
ケティングの推進も継続して行います。

限られた財源や人材を有効に活用しつつ、行政サービスを持続的に提
供していくため、行政事務のＤＸを推進します。また、ＡＩ活用の検討及び
ＢＰＲ等により、業務の効率化を図ります。

限られた財源や人材を有効活用し行政サービスを維持するため、国の
動向を踏まえ、システム標準化を推進します。

管理コスト削減、
大規模災害対策

業務効率化の実現

職員のデジタル対
応力の向上

施策の柱３ 行政経営をスマートにします！

４０

小柱 方向性 目指す姿



５-２ 施策の柱ごとの小柱、方向性、目指す姿

共通施策

４１

1

2

デジタルリテラシー
の向上

デジタルデバイドの
解消

年齢、障害の有無、地域等にとらわれず、あらゆる人がデジタルの恩恵が
受けられるよう、環境整備を図ります。

市民、事業者、行政職員それぞれがデジタル技術を活用できるよう、講
座や研修等を通じてリテラシーの向上に取り組みます。

誰もがデジタルの
恩恵を受けられる
環境の実現

誰もがデジタルの
恩恵を受けられる
環境の実現

市民等が安心して行政サービス等を受けられるようにするため、個人情
報保護のセキュリティ強化を図ります。

セキュリティ及び
個人情報保護

安全・安心なデジタ
ル社会の実現３

小柱 方向性 目指す姿



参考資料



用語集

用 語 用語の略・解説

オープンデータ

国、地方公共団体及び事業者が保有する官民データのうち、国民誰もがインターネット等を通じて容易に利用（加工、
編集、再配布等）できるよう、次のいずれの項目にも該当する形で公開されたデータ。
① 営利目的、非営利目的を問わず二次利用可能なルールが適用されたもの
② 機械判読に適したもの
③ 無償で利用できるもの

キャッシュレス決済
お札や小銭などの現金を使用せずにお金を払うこと。クレジットカード、電子マネー、デビットカード、スマートフォンや
インターネットを使った支払いなどがこれにあたる。なお、キャッシュ(cash)とは、「現金」を意味する。接尾辞のレス
(less)は「ない」を意味する。現金ではなく、主に、デジタル化されたデータでお金のやり取りを行う。

公開型GIS
公開型GIS（地理情報システム）とは、地図や地域のデータをインターネット上で公開し、誰でも自由に利用できるシ
ステムのこと。このシステムを使うことで、特定の場所について、複数の情報を地図上に重ねて確認できる。例えば、ハ
ザードマップと学校や自宅の場所を重ねて表示することで状況に応じた避難経路の確認が可能となる。

システム標準化

住民の利便性の向上、地方公共団体の行政運営の効率化及び地方公共団体情報システム（地方公共団体が、住民
記録、税及び障害者福祉等の２０業務で使用しているシステム）に係る互換性の確保のため、地方公共団体情報シス
テムに必要とされる機能等についての統一的な基準に適合した地方公共団体情報システムを地方公共団体が利用
することをいう。

自治体標準オープンデータ
セット

オープンデータの公開とその利活用を促進することを目的とし、政府として公開を推奨するデータと、公開するデータ
の作成にあたり準拠すべきルールやフォーマット等を取りまとめたもの。

４３



用 語 用語の略・解説

自治体フロントヤード 住民と行政との接点

スマート農業
ロボット技術や情報通信技術(ICT)を活用して、省力化・精密化や高品質生産を実現する等を推進している新たな農
業のこと。

生成ＡＩ
画像、文章、音声、プログラムコード、構造化データなどさまざまなコンテンツを生成することのできる人工知能のこと。
大量のデータを学習した学習モデルが人間が作成するような絵や文章を生成することができる。画像を生成する 
GAN（敵対的生成ネットワーク）や、文章を生成する文章生成モデルなどがある。

地方創生2.0

単なる地域活性化策ではなく、我が国の活力を取り戻す経済政策であり、多様な幸せを実現するための社会政策で
あり、そして地域が持つ本来の価値や楽しさを再発見する営み。
令和７年６月に、今後10年間を見据えた地方創生2.0の方向性を提示する「地方創生2.0基本構想」が閣議決定さ
れた。

デジタルシフト
デジタル化が進むグローバル社会においてあらゆる企業活動（経営、マーケティング、人材採用・教育、生産活動、財
務活動など。およびビジネスモデルそのもの）において本質的なデジタル対応をすること。

デジタルデバイド インターネットやパソコンなどの情報通信技術を利用できる人と利用できない人との間にもたらされる格差のこと。

４４



用 語 用語の略・解説

デジタルマーケティング デジタル技術やデータを活用し、顧客との関係を築き、売上や利益の創出を図るマーケティング活動のこと。

デジタルリテラシー
インターネットを中心にデジタル情報や通信について、さらにはそれらを活用するパソコンやスマートフォンなどの機器
やアプリについて知識を持ち、利用する能力のことを指す。

デジタル三原則

⾏政手続における以下の３つを指す
① デジタルファースト…個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結すること
② ワンスオンリー…一度提出した情報は、二度提出することを不要とすること
③ コネクテッド・ワンストップ…⺠間サービスを含め、複数の手続・サービスをワンストップで実現すること

ニューノーマル
直訳すると「新しい常態」という意味。社会に大きな変化が起こり、変化が起こる以前とは同じ姿に戻ることができず、
新たな常識が定着することを指す。

マイナンバーカード
住⺠からの申請により無料で交付されるプラスチック製のカードで、カードのおもて面には本人の顔写真と氏名、住
所、生年月日、性別が記載されており、本人確認のための身分証明書として利用可能でき、カードの裏面にはマイナン
バーが記載されているため、税・社会保障・災害対策の法令で定められた手続きを⾏う際の番号確認に利用できる。

ＡＩ
Artificial Intelligenceの略で、人⼯的な方法による学習、推論、判断等の知的な機能の実現及び人⼯的な方法
により実現した当該機能の活用に関する技術のこと。

４５



用 語 用語の略・解説

ＡＩ−ＯＣＲ
AI-Optical Character Recognitionの略で、AI（人⼯知能）技術を活用して、画像データのテキスト部分を認識
し、文字データに変換する光学文字認識機能のこと。

ＢＰＲ
Business Process Re-engineeringの略で、業務の本来の目的に向かって、既存の組織や制度を抜本的に見直
し、プロセスの視点で、職務、業務フロー、管理機構、情報システムをデザインしなおすこと。

ＤＸ（デジタル・トランス
フォーメーション）

2004年にスウェーデンのウメオ大学のエリック・ストルターマン教授が提唱した概念で、「デジタル技術の浸透が、
人々の生活をあらゆる面でより良い方向に変化させる」というもの。経済産業省では「企業がビジネス環境の激しい
変化に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビジネスモデルを変
革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、競争上の優位性を確立すること。」と定
義している。

ＥＢＰＭ
Evidence-based Policy Makingの略で、統計データや各種指標など、客観的エビデンス（根拠や証拠）を基に
して、政策の決定や実⾏を効果的・効率的に⾏うこと。

ｅスポーツ
「エレクトロニック・スポーツ」の略で、広義には、電子機器を用いて行う娯楽、競技、スポーツ全般を指す言葉であり、
コンピューターゲーム、ビデオゲームを使った対戦をスポーツ競技として捉える際の名称。

ｅーＴａｘ
「国税電子申告・納税システム」。所得税、消費税、贈与税、印紙税、酒税などの申告や法定調書の提出、届出や申請
などの各種手続をインターネットを通じて行うことができるもの。

４６



用 語 用語の略・解説

ｅＬ－ＱＲ
地方税統一QRコードのこと。納付書に付されたeL-QRを読み取ることで、地方税共同機構が管理・運営する
eLTAX（エルタックス）内の特設サイト（「地方税お支払サイト」）や、スマートフォン決済アプリを通じたキャッシュレス
納付が可能となるほか、eL-QR対応金融機関であれば全国どの金融機関窓口でも地方税の納付が可能となる。

ＲＰＡ
Robotic Process Automationの略で、人間がコンピューター上で⾏っている定型作業を、ロボットで自動化する
こと。

ＵＩ
User Interfaceの略。ユーザーとコンピュータとのあいだで情報をやりとりするさまざまな機器や入力装置を指す。
マウスやキーボード、マイクやスピーカーなどの音声入力装置、ディスプレイなどの画面表示装置の他、webページの
デザインやフォントなどもUIに含まれる。

ＵＸ User Experienceの略。ユーザーが製品やサービスで得られる体験を表す言葉。

４７
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